
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構と大阪公立大学 

との連携協力に関する包括協定書 

 

 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「甲」という。）と大阪公立大学（以下「乙」

という。）は、両機関の連携及び協力を促進し、相互の研究開発能力、人材等の総合力を発揮する

ことにより、我が国の学術及び科学技術の振興に重要な役割を果たすため、次のとおり協定を締結

する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が双方の有する研究施設・設備、研究成果、人材等を活用し、連携協

力することにより、相互の研究開発の一層の充実を図ることを目的とする。 

 

（連携協力分野） 

第２条 本協定が対象とする連携協力分野は、甲乙協議の上、決定するものとする。 

  

（連携協力の実施） 

第３条 甲及び乙は、前条の協議により決定した連携協力分野について、以下の事項について連携

協力を実施する。 

（１）共同研究等の研究協力 

（２）研究者等の交流及び人材の育成 

（３）研究情報の交換 

（４）双方の有する研究施設・設備の相互利用 

（５）その他本協定の目的遂行上必要な事項 

 

（知的財産の取扱い） 

第４条 前条に規定する連携協力の実施により生じた知的財産については、その権利の帰属、保全、

維持及び活用に関して、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（協定の有効期間等） 

第５条 本協定の有効期間は、本協定の締結日から令和１０年３月３１日までとする。ただし、期

間満了の３か月前までに甲又は乙のいずれか一方から他方に対し本協定を更新しない旨の書面

による通知があった場合を除き、本協定は１年間更新され、その後も同様とする。 

２ 甲又は乙は、本協定の有効期間満了日より前に本協定の終了を希望する場合は、本協定を終了

させる日の３か月前までの相手方への書面による通知により、本協定を終了させることができ

るものとする。 

 

（その他） 

第６条 本協定に定める事項への疑義若しくは本協定に定めのない事項が生じた場合、又は本協定

の改正の必要がある場合には、甲及び乙は誠意をもって協議し対応するものとする。 

 

本協定の締結を証するため、協定書を２通作成し、甲及び乙が記名押印の上、各１通を保有す

る。 

 

令和４年１２月５日 

 

甲 千葉県千葉市稲毛区穴川四丁目９番１号 乙 大阪府大阪市阿倍野区旭町一丁目２番７号 

国立研究開発法人 

量子科学技術研究開発機構 

 

大阪公立大学 

理事長 学長 

 

 

                  

 

 

                    

 

 


